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はじめに
大学等の高等教育機関にとって、 在籍する学生
（以下 「大学生Jという表現で代替） が健康で有
意義なキャンパスライフを送り、 社会に参入して
いく過程を支援することは重要な責務である。 本
邦における大学生の自殺に関する包括的な統計情
報は、 必ずしも十分ではないが、 内田による21
年間（1985・2005）の国立大学生 の退学・ 休学に
関する集計によれば、 大学生の自殺は10万人に
対して13.4人 ／年であり、 近年はおおよ そ10・15
人前後を推移しているI）。 大学生の自殺率に近年
大きな変化はないが、 事故死や病死が一貫して減
少傾向にあることや、 高齢者の自殺が減少傾向に
あることと考えあわせると、 大学生の自殺予防は、
依然として最重要課題である。
本邦における大学生自殺予防の取り組みは、 各
大学によって個別に行われてきたが、 2014年に
日本学生相談学会がガイドラインを公表するな
ど、 個々の大学の壁を越える努力もなされるよう
になってきた2）。 しかし本邦での、 大学生の自殺
への予防的介入に関する実証的な研究報告はほと
んどないのが現状である。そのような状況の中で、
富山大学は2010年から2012年までの3年間、 大
学内に自殺防止対策室を設置し、 系統的な自殺防
止対策に取り組んだ。 本稿では、 富山大学におけ
る3年間の取り組みの概略を報告するとともに、
その経験に基いて、 大学生の自殺予防についての
考察と提言を試みる。
富山大学自殺防止対策室の設置とシステムの構築
富山大学は、 3 つのキャンパスと8つの学部か
らなか学部生、 大学院生を含めて約10,000人の
学生を擁する国立大学法人である。2008年度に4
人、 2009年度に3人の学生の自殺が発生し、 この
2年間に限って言えば学生の自殺率は、 全国平均
の3・4倍に達していると判断された。 役員会はこ
の状況を重視し、 2009年12月に、 担当理事室の
直属機関として 「富山大学自殺防止対策室J（以
下対策室）を設置した。 対策室長は医学薬学研究
部教授が担当し、 副室長として学生支援担当副学
長（学生支援センター長）、 保健管理センター長、
室員として、 附属病院精神科医、 保健管理センター
内科医、 専任カウンセラ一等の専門家、 および事
務担当によって構成された。
対策室は、 2010年度から本格的に事業をスター
トさせることを目標に、 何度かの予備的な会識を
経て事業計画を策定した。 対策室の活動の暫定的
なビジョンを示すスローガンとして、 「危険な学
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生への接触を密に。救いを求める叫びをキャッチJ
が採用された。 この目的を達成するために、 1)
学生なんでも相談員の配置となんでも相談窓口の
設置、2）自殺既遂者の背景情報の収集と解析、 3)
入学時の学生オリエンテーションでの自殺予防の
啓蒙、 4）自殺防止対策FD研修会の実施（各学
部教授会、 役員会、 新任教員対象の研修会、 外部
講師による講演会等）、 5) r自殺・自殺未遂危機
対応マニュアlレJの作成と配布、 の 5つの活動が
企画された。
上記の活動のうち最も中核となるものは、「学生
なんでも相談員」 と呼ばれる専門職能集団を、 三
つのキャンパスに配置することであった。 当初、「な
んでも相談窓口Jは各学部の事務職員が担当し、
そのために生ずる業務に対する補助予算を各キャ
ンパスに配分するという方針が提案されたが、 こ
れに対して各学部担当からの強い異論が提出され
た。 その趣旨は「現場の窓口には、 少数ではある
が自殺の危険性の高い学生が相談に訪れる。 現場
は、 そのようなハイリスクの学生に適切bこ対応で
きる専門性をもった人材の配置を望んでいる」と
いうものであった。 対策室は現場からの提案を採
用し、 専門職能をもった人材 （臨床心理士、 精神
保健福祉士、看護師、 特別支援学校教諭等） をコー
ディネーターとして、 各キャンパスに配置するこ
とにした。 特に中央部門となる学生支援センター
のなんでも相談窓口には、 臨床心理士とソーシャ
ルワーカーを配置し、 対策事業全体の統括を行え
るように体制を構築した。配置されたコーディネー
ターの業務内容は、 以下の 5っとした。
1 ） 今まで事務職員が兼務していた 「学生なん
でも相談窓口j業務をそのまま引き継ぎ、 手続き
の質問等から悩み相談まで広く対応する （なんで
も相談機能）。 2）直接面談だけではなく、 メ ー
ルや電話、 SNS等を通 じた質問・相談も受ける
（マルチアクセス機能）。 3 ） 相談に来ている学生
の守秘義務を守りながら、 同意を得て教職員や保
護者、 他専門機関と連携をし、 包括的サポートを
図る（チームサポート構築機能）。 4 ） 学生本人
からの相談を受けると共に、 保護者や教職員から
の学生に関する相談も積極的に受け付け、 学生へ
のサボーター （保護者、 教員、 職員、 友人など）
をサポートする （メタサポート機能）。 5） 状況
に応じて、 アウトリーチ （出前相談、 自宅訪問、
学内外専門機関への同行等） も行う （アウトリー
チ機能）。
自殺防止対策事業のもう一つの重要な戦略は、
狭義の自殺予防に限定されない、 幅広い学生支
援システムとしての連携ネットワークを大学内に
構築することであった。 富山大学には、 学生の健
康管理やメンタルヘルス相談・カウンセリングを
担当する保健管理センター、 発達障害を含む障害
のある学生への支援を専門的に行うアクセシピリ
ティ・コミュニケーション支援室（HACS:Hub for 
Aαessibility and Communication Suppo此.） 3） が
すでに設置されており、 対策室はこの二つの専門
機関との緊密な連携を 保ちつつ活動することを基
本的な方針とした。 また、 対策室の副室長を保健
管理センター長、 HACS室長が兼任し、 ハイリ
スクの学生の情報を 定例ミーテイング、 公式あ
るいは非公式の事例検討会、 学生支援の目的で
開設されている大学構成員限定のソーシャルネッ
トワーキングサービス （PSNS : Psycho-Social 
Networking Survice） 等の情報共有の機会を最大
限に活かすことが可能な体制を構築した。
さらに、 学生の就職活動を支援するキャリア・
サポートセンター、 事務部円である学務部学生支
援グループ（現学生支援課）、 多くの場合学生に
ついての直接の情報窓口となる学部教務担当と
も、 具体的な学生についての情報共有・連系を
行った。
これらの体制は、 2010年の半ばにはほぼ完成
し、 その後、 室員、 コーデイネータ一等の少数の
人員の入れ替え以外は、 事業が終了する20 13年
まで変更なく継続された。
自殺関連行動（ハイリスク学生）への介入への基
本的！な考え方
1 ）ゲートキー パー モデル
自殺防止対策室がスタートした時点では、 この
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事業における自殺予防への基本モデルが確定して
いたわけではなかった。 暫定的なビジョンである
f危険な学生への接触を密に。 救いを求める叫ぴ
をキャッチJは、 自殺ハイリスクの学生は救いを
求めているが、 これまでその救いを適切に拾い上
げるシステムが大学内に存在しなかったという認
識を前提にしている。 自殺ハイリスクの学生をい
かにして拾い上げ支援システムにつなげるかとい
う問題に対して、 対策室が最初に採用したモデル
は、 当時内閣府の肝いりで全国的に展開していた
自殺防止対策事業の基本的考え方である、 「ゲー
トキ｝パーモデルJ 4）であった。 この考え方によ
れば、 自殺対策におけるゲートキーパーの役割は、
心理社会的問題や生活上の問題、 健康上の問題を
抱えている人や、 自殺の危険を抱えた人々に気づ
き適切にかかわることであるとされる。 ゲート
キーパーの役割としては以下の項目が重要とされ
る。 ①気づき：家族や仲間の変化に気づいて、 声
をかける。②傾聴：本人の気持ちを尊重し、 耳を
傾ける。 ③つなぎ：早めに専門家に相談 するよう
に促す。 ①見守り：温かく寄り添いながら、 じっ
くりと見守る。
一般のコミュニティにおいては、 プライマリ・
ケア医、 学校教只、 地域住民などの非常に幅広い
人材に対してゲートキーパーの役割が期待されて
いる。 大学においては、 教員、 事務職員、 友人な
どの大学生、 さらには地域住民（アパートの管理
業者や家主など）にその役割が期待される。 その
趣旨に基づいて、 対策室では教員や事務職員、 さ
らには保護者や地域住民を対象にした、 自殺予防
対策セミナーの開催や、 パンフレットなどによる
啓蒙活動を行った。 この成果は一定程度達成され
たと恩われるが、 ゲートキーパーがハイリスクの
学生を把握した時に、 危機介入を行う専門チーム
への連携と、 その後の継続性のある支援をどのよ
うに行うかが次の課題となった。
2）“心の苦痛（Psychache）” モデル
前述のゲートキーパーモデルは、 「自殺の危険
因子の最大のものは精神疾患、 特にうつ病であるJ
という考え方を基本に持っている。 したがって、
このモデルにおける活動は、 fうつ病についての
基本的知識を身につけ、 早期に専門家 （精神科医）
につなぐJというプロセスが主体となる。 しかし
大学のキャンパスにおいて、 実際に自殺ハイリス
クの学生への支援的介入を行う場合、 このモデル
だけでは十分ではないという実感があった。 その
理由として、 1）自殺の原因としてのうつ痛の重
要性は、 これまで過大評価されてきた、 という指
摘がある。 例えば、 うつ病者の生涯自殺率は長い
こと15 %前後であると雷われてきたが、 米国に
おける近年の実証的研究によると、 うつ病者の生
涯自殺率は3%前後と試算され、 これは、 通常の
約3倍高い危険性であるとはいえ、 うつ病の人の
97%は自殺ではない理由で死ぬということを意味
している5」2 ）ハイリスクの学生を精神科医に
つないでも、 それだけでは自殺減少効果があるか
どうかは実証されていない。 実際に自殺予防対策
事業開始以前の富山大学における自殺既遂学生の
中には、 精神科等の専門機関にすでに受診中で
あった者が少なからず認められる。 3） 自殺行動
とうつに対する薬物治療についての近年の系統的
レビューによれば、 少なくとも若年者への抗うつ
薬投与は、 自殺関連行動を減少きせず、 むしろ増
加させている可能性がある6）。 以上のような観点
から、 少なくとも大学キャンパスにおける自殺予
防対策の基本モデルとして、「うつ病の早期発見、
早期治療Jのみを採用することは不十分であると
考えられた。 それに変わって、 対策室が採用した
のは、 自殺学の父と呼ばれたShneid血組が提唱
した、 psychache （心の苦痛）モデル7)である。
Shneidmanはその著書において以下のように
述べている。 「自殺してしまった人に感情移入す
ることはできるのだが、 まだ実行されていない自
殺の計画は何としても食い止めなければならな
いj。 「自殺を考えるのは、 本質的に誤った （ある
いは異常な）ことではない。 自殺が唯一の解決法
であると考えることだけが異常なのであるJ。 「自
殺に関する中心的な問題は死とか殺害とかではな
い。 むしろ、 耐えがたい苦痛（pain）に関する
意識を止めることであり、 残念なことに、 それは
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命を絶つことを本質的に意味している」。 「自殺に
関しては、 「死Jはキーワードではない、 キーワー
ドは心の苦痛 （psychache）なのだj。 f心の苦痛
が和らげられれば、 生き続けたいと思うだろう。
誰も苦痛を望まない。 ただ自分を苦しめている苦
痛から逃れたいと思っているだけなのである」。
上記のモデルに従い、 対策室は、 自殺予防のイ
ンターペンションにおいて、「相談者のf心の苦痛j
を和らげるような関わりj を継続的に行うことを
基 本姿勢とした。
3）弁鉦法的行動療法モデル（DBT model) 
Linehanは自殺関連行動に対する心理療法的介
入戦略として、 以下のような3 段階の介入法 を提
案した8）。 ステップ 1 ：「自殺関連行動Jへ焦点
をあてた介入。 このステップでは、 自殺ハイリス
ク状態に広くみられる致死性 （suici出lity）と焦
燥感をできる限り低下させることを目指して関わ
る。 現 実に自殺を実行する危険性を低下させる
ためのあらゆる手段を用いるとともに、 f心の苦
痛への対処法として自殺以外に選択肢がない」 と
いう視野狭窄の心理状態を脱することをとりあえ
ずの目標とする。 ステップ2 ：「つながりにくさ
の軽減Jへ焦点をあてた介入。 自殺ハイリスクの
学生は、 多くの場合周囲から孤立している。 この
ひとつの要因として、 周囲に支援を求めることが
本人にとって難しいということがある。 支援者は
本人を中心においたネットワークの構築を目指す
とともに、 本人との支援関係、 治療関係を強化し
つつ、 そこを起点として本人と大学関係者、 保護
者、 コミュニティのリソース等とのつながりを強
化する方向で介入することになる。 ステップ3 : 
「生きにくさの軽減jへ焦点をあてた介入。 とり
あえず急性の危機的状態を脱し、 支援のネット
ワークの構築、 本人との治療関係が成立した状態
で、 初めて本人がそれまで抱えてきた「生きにく
さ」への心理的介入が可能となる。 自殺関連行動
を軽減することに有効であることが実証されてい
る心理療法 は複数あるが、 主としてストレス対処
スキル、 人間関係形成スキルの修得等に焦点があ
てられる。 Linehanが提唱した弁証法的行動療法
DBT (dialectic bihavioral therapy）は、 主とし
て境界性人格障害のクライエントに頻繁に見られ
る衝動的な自殺関連行動に対する有効性が実証さ
れており、 大学キャンパスにおいてこのような本
格的な心理療法 を行うことは難しいが、 そのエッ
センスは現場における支援にも有効であると思わ
れる。
」ヒ記のLinehanのモデルは、 大学キャンパス
において実際にハイリスク学生に介入する際に
準拠すべきモデルとしては、 現実的有用性をもっ
ていると思われる。 初期の自殺実行防止の緊急
的介入、 ネットワーク構築のための本人と環境
への双方向の働きかけ、 危機を脱した後も継続
する長期的な関わりの3 つのフェーズをある程
度区別して整理しつつ、 時期と状況に応じて組
み合わせて介入を考えることは、 介入の方針を
たてる際にも、 介入の評価を行う際にも有用で
あると思われる。
自殺防止対策事業の評価
WHOが2014年に発行した f自殺を予防する世
界の優先謀題J 9）によれば、 「自殺予防活動はデー
タ収集と同時におこなわれる必要があるJことが
強制されている。 また予防活動戦略の進捗を測定
する指標には、 1 ）自殺死亡率の滅少割合、 2 )
成功裏に実施された自殺予防介入の数、 3 ）自殺
企図による入院数の減少、 が含まれるとされる。
自殺予防の介入の効果を、 エピデンスに基づく実
践の観点から評価する場合、 ある介入が自殺予防
に有効であるかどうかを評価するための研究とし
て、 もっとも客観性が高いデザインは、 RCT （無
作為割り付け試験）であるto）。 しかし、 富山大学
の事業を含めて． 実際の現場において、 自殺の危
険性のある大学生をくじは引きで二群に割り付け
るなどということは不可能だろう。
もうひとつの問題は、 もしそれができたとして
も、 実験デザインの検出力の問題がある。 自殺既
遂が実際に起きるきる可能性は非常に小さい（通
常1万人に対して年間1人程度）ので、 数年間の
事業において、 年間数人の自殺者を減少させたと
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しでも、 それは統計上有意とは認められない可能
性が高い。 そのために、 近年のエピデンスに基づ
く自殺学においては、 研究におけるアウトカムを
自殺既遂の数の減少におくのではなく、 自殺実行
の危険因子である 「自殺関連行動jの減少に設定
する場合がほとんどである。 もちろんこのことに
は意味があるが、 それでも、 自殺関連行動の減少
が直接自殺の減少に結びつくかどうかの実証は未
だなされていないという問題がある10）。
上記を考慮し、 本自殺予防対策事業の効果を評
価する指標を以下の項目とした。 1）自殺既遂学
生数の変化。 2 ）自殺関連行動を呈した学生をハ
イリスク学生と定義し、 支援的介入を行った学生
の数。 3 ） 支援的介入を行った学生の経過と予後
についての質的な分析。
なお、 量的な指標については、 すでに八島らが
報告しているが川、 これは2012年までの集計に
基づいていたため、 今回は20日年3月までの数
値を記載する。
1 )自殺既遂学生教の変化
自殺防止対策事業が正式に稼働していた2010
年4月から2013年3月までの 3 年間の富山大学
における自殺既遂学生は 4名（2010年度 2名、
2011年度 0名、 2012年度 2名）であっ た。 これ
らの4名は、 自殺防止対策室のみならず、 保健 管
理センター、 HACSのいずれにおいても支援を受
けていない学生であった。 3年間の富山大学にお
ける自殺既遂学生数は約1.3人／年／1万 人となり、
これは、 対策事業開始前の 2 年間 （2008年4月
から2010年3月まで） の3.5人／年／1万 人と比較
すると、 約三 分のーに減少していたが、 絶対数が
少ないために統計的に有意差はなく、 また内田ら
の報告による国立大学生の平均と比較しでもほぼ
同じ自殺率にとどまった。 もともと個別の大学レ
ベルの集団においては、 年度によって自殺者数が
変動することは珍しくなく、 三年間の自殺学生数
の減少が、 対策事業の効果であるかどうかの評価
は難しいと判断するべきであろう。
支援介入を行ったハイリスク学生の数
学生なんでも相談窓口の活動が全て自殺防止対
策の予防に関わっているわ けではないが， 相談件
数の増加そのものは、 個別の予防の機会を広げる
と考えられる。 学生なんでも相談窓口の相談件
数は. 2010年度延べ件数1,878件． 実人数215 人．
2011年度延べ件数3,859件， 実人数503人. 2012 
年度延べ件数5,403件， 実人数605人であった。
全学生の5%前後が学生なんでも相談 を利用して
いたと考えられる。
学生なんでも相談窓口を訪れる学生のうち、
自殺関連行動がある学生をハイリスク学生と定
義した。 自殺関連行動とは、 以下の行動のうち
少なくとも一つが認められたものとした。自殺
念 慮 （suicidal ideation）、 自 殺金図（suicidal
attempt）、 自傷行為 （self-inj山γ）、 過量服薬
(over· doze）。 学生なんでも相談窓口によるハイ
リスク学生への支援件数は. 2010年度延べ件数
290件， 実人数20人. 2011年度延べ件数662件，
笑人数32人. 2012年度延べ件数883件， 実人数
37人であった。 介入的な支援を行った学生は、
全学生の約0. 2-0.3%ということになる。 なお． こ
れらのハイリスク学生の中からは， 2013年3月ま
での附に， 自殺既遂に至った例はない。
自殺関連行動への介入事例の質的分析
2010-2012年度に、 富山大学自殺防止対策室が
かかわった学生のうち、 自殺関連行動を認めた学
生38例を対象とし、 介入学生に関するテクスト
データを、 面談記録、 報告文書、 カンファレンス
の記録、 学内SNSやメール等のログ等から収集
した。 ほとんどのケースにおいて研究発表の同意
をとることが現実的ではないため、 個 人情報を捨
象した上でストーリー化し、 複数のストーリーに
おける共通点と相違点を比較検討し分析し、 富山
大学における自殺防止対策活動を特徴づける概念
を構成した。 テクスト分析の結果、 以下の 4 つの
カテゴリーが構成された。
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1)カテゴリー1：「甚だしい心の苦痛j
自殺関連行動を呈した学生の個々の背景は多様
であったが、 共通して語られたのは 「甚だしい心
の苦痛j であった。 学業不振や特定の対人関係ト
ラプルなどの具体的なエピソードが誘因となって
いるケースもあったが、漠然とした 「生きにくさ」
のみを訴えるケースもあった。 過去のいじめ被害
の体験や、 家族間でのトラブルな どの体験が重な
ることによって、 苦痛が増強していると考えられ
るケースがしばしば見られた。 「甚だしい心の苦
痛」への対処法の選択肢が制限されている状況で
は、 「意識を止めること＝自殺jが唯一の対処法
になっ ていることが、 学生自ずからの語りから見
て取れた。 以下は、 PSNSに投稿された、 あるハ
イリスク学生の 日記の一部であり、 そのような心
境を明瞭に描き出している。
死ねる薬が欲しい。
薬自体で死ねるんならなおよし。
頭壊れて迷わず飛べるように、
迷わず切れるようになる薬でもいい。
とにかく。
死にたいんじゃないけど
生きていたくない
意謡をもちたくない
考えたくない
考える機能が止まってくれたらなんでもいい
壊れろ思考回路
止まれ
2）カテゴリー2 : rここには助けてくれる人が
いるj
入学時のオリエンテーションや、 学生支緩シス
テムについての情報提供が、学生が支援システム
を利用する契機として有効に働いていると考えら
れるケースが複数認められた。
以下は、 一時期自殺念慮を呈した学生の卒業開
際の面談での語りである。
1年生の入学式のオリエンテーションで、心
の問題のことや、 相畿窓口のことの説明があっ
て、 そういう問題があるのか、 とか、 そういう
時には相践にいける場所があるんだということ
が分かつて、とても新鮮だった。それまで自分
は健康（正常）だと思っていたので、 そういう
ことがあるということさえ知らなかった。 P s 
N Sにログインして日記を書いてみたら、 管理
者さんなどからたくさんコメントをもらって、
ここには自分を受け入れてくれる環境があると
感じた。 2年生になって、 色々なことで疲れ果
てて、 家から動けなくなって、 自分を消してし
まいたいということばかり考えていた時、 相援
するところがあるなら電話してみようと思った
のも、それがあったから。
：実際に、 入学式のオリエンテ｝ションの直後に
「死にたい」という訴えを主訴に相談に訪れた学
生もいた。 それらのエピソードの概略を下記に示
す。
A学部1年生男子：入学式当日の午後、 母と共
に相談室ヘ来室。オリエンテーションで、 うっ
と自殺の話を聞いていて、自分のことと重なり
苦しくなった。 同じオリエンテーションで相酸
窓口や支錘のことも聞いていたので相援に来重
した。 現在の気持ちは大学をやめて死にたい
ということ。 家族とも相援し、 とりあえず休学
し、 自宅療養とする。電話等による定期面談を
継続。その後地元でアスペルガー症候群の診断
を受ける。希死念慮は軽快しつつあり、 復学を
目指して面設を継続したが、 量終的には退学と
なった。
B学部3年生女子（編入生）：入学式から3週
間後に相接室へ来室。大学に慣れようと努力し
たがうまくいかず、f人生最悪の選択をしてし
まいそうjと感じ、 オリエンテーションで「こ
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の大学には学生支銀システムがあることを聞い
ていたj ので来重したとのこと。 過去にいじめ
を受けた経歴があり、時折強い希死念慮を抱く。
修学支援とカウンセリングとを継続。 不安定な
状況が続くが、 Webによる支鍾も併用しつつ、
複数のチャンネルによる継続的な支鍾により、
単位取得、 インターンシップ、 就職活動等をク
リアーし、 卒業した。
カテゴリー3：「包括的ケアとしてのチーム支援j
多くの事例において、複数の支援者、 学部教員、
家族、 友人等、 が互いに情報共有、 連携を行いつ
つ支援にあたっていた。 長期にわたって支援が行
われたケースでは、 最終的には、 ほとんどのケー
スで複数の関係者によるネットワークが形成され
ていた。 ネットワークの形成には自殺防止対策室
のコーデイネーターの活動が大きく貢献してい
た。 守秘義 務をめぐる見解の相違や混乱は最小限
に抑えられていた。 専門医療機関へ学生をつなぐ
ことは、 介入の終着点とは考えられておらず、 む
しろ介入の出発点と理解されていた。 一部の学生
は、過去にすでに専門医療機関への受診歴があり、
現在通院中の学生も見られた。
多くの事例において、 精神科的診断（操欝病、
人格障害、 発達障害等）は必ずしも支援の方針を
決める決定要因にはなっていなかった。 それにも
かかわらず、 緊急時の連携先として、 専門医療機
関は重要な役割を果たしていた。 以下に代表的な
一例の概要を示す。
C学部3年生男子：対人関係の悩みで、 学内相
援機関でカウンセリングを受けていた。学業的
には問題ないが、 常に「生きにくさj を感じて
おり、 時に自殺念慮を眠えていた。4年生にな
り、卒業研究に従事。研究室に数日姿を見せず、
心配してアパートを勧れた同級生が、 大量服薬
し 意議不明で倒れている本人を発見。 救急車で
搬送され入院。 精神科医師、 自殺防止対策室、
保健管理センタ一、 指導教員、 家族が連携し対
応。 退院後1年間休学し、 自宅療養を経て、 社
会活動等に積極的に参加する経験を経て1年後
に 復学。卒業研究を終了し、 就聡活動で内定も
取得し、 無事卒業した。
カテゴリ－4 : rハブ（結節点）としてのコーディ
ネーターj
自殺防止対策室のコーデイネーターは、当事者、
複数の支援者、 家族、 大学教職員、 地域のリソー
ス等をつなぐ役割として有効に機能していた。 特
に、 誰からも連絡がとれない孤立状況に陥った学
生へのアプローチとして、 コーディネーターによ
るアウトリーチの機能は貴重であった。 また学内
専門機関にいったんつながったのちに支援継続が
中断してしまったケースが再び支援を受けるチャ
ンネルとしても機能していた。 代表的な支援事例
を以下に示す。
D学部4年生男子：研究室の指導教員から、 欠
席過多の学生に「死にたいj と打ち明けられ
たとの相肢が、 自殺防止対策室に寄せられた。
まずコーディネーター （以下Co）による教員
への支銀を開始。 母親と教員の菌設が行われ、
Co は連絡聞聾しつつ、 本人との面接の機会を
待つ。その後Coが本人と直接面畿。 研究や対
人関係で悩んでいること、 マンションにいると
飛び降りたい衝動にかられることなどが語られ
る。 保健管理センター医師につなぐも、 継続
せず。Coは、 教員、 本人との連絡調整を継続。
学科との連携体制を構築し、 本人が卒業研究、
首文発表に 復帰できるようになり、 卒業後の体
制についても情報提供を行い、 無事卒業した。
結論
「甚だしい心の苦痛（psychache) Jおよび「混
乱状態 （心理的視野狭窄）Jへの介入と、 ある程
度の安定とつながりが確保された上での「生きる
ためのスキルの学習Jへの支援が、 大学におけ
る有効な自殺防止対策モデルとなりうると恩わ
れた。 大学における自殺防止対策モデルは、f診
断一治療モデル」を超えて、 「包括的ケアモデルJ
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を志向する必要がある。自殺関連行動に焦点をあ
てた介入が、 実際に自殺既遂例を減らすかどうか
については、 今後の検証が必要である。
付記：富山大学自殺防止対策室長であった故宮脇
利男先生に本論文を捧げます。 本論文の作成にあ
たり富山大学学生支援センターコーディネータ一
八島不二彦、 今井優子の両氏に多大な協力をいた
だいたことに深謝します。 本論文における大学生
自殺予防への考え方の文責は著者個人にあり、 富
山大学全体の考えを代表するものではありませ
ん。
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